
を検証する観点から厚生労働省において必要な医師数について推計し直すべきである。  

その際、少子高齢化の進展や国民の医療に対するニーズや意識が変化していることを踏  

まえ、あるべき医療の姿もイメージしつつ、高齢化の状況、患者の診療動向、女性医師の  

増加や働き方に関する意識の変化、医師の勤務実態、世代別の状況、医療提供体制の  

あり方など様々なパラメータをできるだけ考慮した専門的な推計を行うべきである。  

2 医師の偏在と教育  

現下の医師不足問題は、診療科の偏在と地域の偏在という「2つの偏在」によって深刻さ  

を増している。国民が地域において確実に必要な医療が受けられるようにするためには、医  

師の数を増やすだけでなく、こうした偏在の問題に的確に取り組む必要がある。  

「安心と希望の医療確保ビジョン」具体化に関する検討会  

中間とりまとめ  

平成20年9月22日  

本検討会は、国民が地域で安心Lて医療を受けられるよう、医療を守り質を高めるため  

に必要な具体的な方策について、国民・患者や現場の視点に立って7回16時間を超える  

時間にわたり議論を重ねてきた。   

厚生労働省においては、こうした議論を踏まえて、関係省庁とも協力し、下記の事項及び  

検討会で出された現場の知恵ともいうべき提案について積極的に取り組むことを要請する。   

併せて、医療者、特に指導者たる病院長・医学部長等においては、真に国民のイ言籍を  

得るため、徹底した情報開示を含めた自浄作用への取り組みが求められる。   

更に、医療費の対GDP比がOECD30カ国の中でも21位と低い水準にあることを踏ま  

え、より質の高い医療の実現とそれに必要な医療史のあり方について国民的な議論が行わ  

れることを期待する。  

1医師養成数  

産科や救急などの診療科では勤務医の不足から厳しい状況におかれ、また、地域によっ  

てはその他の診療科も含め医師が不足する事態となっている。こうした勤務医等の待遇等  

の状況を改善するとともに、さらに医療の賞を高めるため、医師養成数については増加させ  

るべきである。  

○来年度においては、医学部教育・地域医療に支障を来さないよう配慮しつつ、少な〈とも  

過去最大の医学部定員（8．360人）を上回る程度を日精すべきである。  

○我が国の人口10万対の医師数はOECD30カ国中26位と低いこと、OECDの平均医師  

数が我が国のそれの約1．5倍であることも考慮し、医学部教育・地域医療に支障を来さ  

ないよう配慮しつつ、将来的には50％程度医師養成数を増加させることを目指すべきで  

ある。その後医師需要をみながら適切に養成数を調整する必要がある。こうした医師需要  
1  

○診療科の偏在の問題については、特に病院に勤務する医師が減少傾向にある診療科や   

救急医療においては、時間内でも時間外でも厳しい勤務を求められることが多いことを踏   

まえて、その働きを評価し、医師が魅力あると思うようなインセンティブを付与することが   

重要である。外科系の診療科をはじめ医師の技術を適切に評価するため、ドクターフィー   

についても検討する必要がある。  

○地域の偏在の問題については、へき地などで働く医師へのインセンティブの付与、へき地   

などへ派遣された医師を様々な面でサポートする体制の整備、医学部の定員を増やす   

場合に地方出身者が地元の医学部に入学しやすくする方策が必要である。また、専門   

医としての総合医・家庭医の養成とともに、他の専門医が総合医・家庭医となって地域医   

療を担うようなキャリアパス、再教育のプログラムが必要である。  

○当面、上記のインセンティプの一つとして、産科、救急、へき地などで勤務する医師等に   

対して手当を支給し、その働きを評価すべきである。また、通常の勤務に加え、当直やオ   

ンコール対応など厳しい状況に置かれた勤務医の勤務条件を短時間正規雇用などによ   

り改善を図るべきである。  

○また、2つの偏在の問屋引こ対応し、また、医療の質を高めていくため、現場の意見を十分   

聴取・検証し、国民・社会特に患者の声を聞きながら、諸外国の例を参考にしつつ、初期   

臨床研修制度や専門医トレーニング（後期研修制度）のあり方を見直すべきである．  

2  
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○より貫の高い医師を効果的に養成する観点から、医師の卒前ヰ後教育の連携をはじめ   

とした臨床研修制度のあり方について、文部科学省と厚生労働省との合同の検討会を早   

急に立ち上げ、対策の具体化を図るべきである。  

3コメディカル等の専門性の発揮とチーム医療  

よりよい医療を実現するためには、治療にあたるチームを構成する医師のみならず各コメ  

ディカルが専門性を発揮してい〈ことが重要である。  

○コメディカルが専門性を持ち、キャリアアップできる仕組みが必要であり、そうしたことへの   

インセンティプの付与や支援が必要である。同時に、コメディカルの数を増加させることに   

ついて具体的な検討が必要である。  

○チ…ム医療を実践することや各職種が専門性を発揮し、患者のためのよりよい医療が行   

われる体制がとられることを前提に、その職種でなくても行いうる業務を他の職種に担わ   

せるスキルミックスを進めるべきである。  

○患者の安全性向上のため、4年制大学への移行も視野に、看護師基礎教育の充実を図   

るべきである。  

○医療者と患者間の其の協働関係を樹立するためには、医療従事者が全体として、患者   

の立場を十分に配慮するという施設の「文化」を醸成する必要がある。そのためには管理   

者の姿勢が重要である。諸外国の例を参考にしながら、医療における院内メデイエーター   

の活用も今後の検討課題とすべきである。  

4 地域医療・救急医療体制支援  

○地域医療の担い手の一つとして、専門医としての総合医・家庭医のあり方等について検   

討を進めるべきである。  

○がんなどの在宅医療や看取りまで行う在宅医療・在宅医の専門性を評価すべきである。   

訪問者護について、医師の標準的指示書や個別的約束指示の下で看護師の裁量性を   

認めることや、訪問看護のあり方を検討すべきである。  
3   

○地域全体の病院医師や診療所医師の連携を円滑に進め、診療所医師が病院での診   

療に携わることを進めるためには、病院における医療に対する診療報酬を、ホスビタルフ   

ィーとドクターフィーに区別することを検討する必要がある。また、地域全体の病院医師   

や診療所医師の連携を円滑に進め、患者の入退院・転院を円滑に進めるためには、地   

域の医療機関における電子カルテの情報共有が必要である。また、医療の透明化を図   

るため患者が無料で明細書（診療内容がわかる領収書）を受け取ることができるように   

する必要がある。  

○救急医療において、患者が適切な医療を受けられるようにするためには、最も重症の者   

を受け入れる第三次救急の体制を堅固なものとすると同時に、軽症者も含め多くを受け   

入れているこ次救急を支える体制を構築することが重要である。その際、地域医療を現   

在保っているネットワークを活用するよう、各地域の実情を十分把握する必要がある。  

○このため、数多く救急患者を受け入れた医療棲開・医師を評価すること、地域によって   

は二次救急が福祉的なニーズを持った患者を相当数受け入れているケースがあること   

から福祉関係の行政機関をはじめ関係機関が協力して受け止められる体制を構築する   

こと、医師以外にも適切なトリアージができる看護師を養成すること、が必要である。  

○医療と消防の連携を円滑化し、消防防災ヘリコプターの救急搬送における活用を推進   

するべきである。  

5 患者・住民の参画  

○地域の限られた医療資源を活用し、必要な人が必要な医療を受けられるようにするた   

め、かかりつけ医を持つことを呼びかける、病院受診前に自分の状態をチェックするため   

のフローチャートを作成・配布する、医療に関する住民主催の勉強を開催する、といった   

地域住民による主体的な取り組みが行われている。各地のこうした取り組みを支援し、   

住民とともに地域医療を守ることが重要である。  

○患者・住民に関わることを決める場合には、患者・住民とともに議論し、考えるという視点   

が重要である。  

l   
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化を因ることの重要性が指摘されている。  

今後、相儲支援の強化を進めていくにあたっては、福神障書者の立場に立   

ち、権利擁貢l及び主体性を尊王した相談援助により、これらの地域生活支援   

を行う専門職である精神保健福祉士が担う役割はますます重要になる。  

このような状況の中、本検討会は、平成19年12月から審議を開始し、   

精神保健積牡士の高い専門性を損保できるような養成の在り方等について、   

これまでの法論を踏まえて中間的な取りまとめを行うものである。  

2．求められる精神保健福祉士の役割及び必要となる技術  

（．1）この10年Ⅷでの変化  

前述のとおり、我が国の精神保健福祉行政の最大の政策昧越の一つであ   

った長期入院患者を中心とした精神陣書者の地域移行を促進するため、地   

域移行に関する様々な課題の解決を図り、医療とは異なる観点から精神障   

害者の立場に立ち、社会凛欄のために必要な医療側なケア以外の支援を行  
う人材が求められたことから、医療機関及び社会復帰施故において精神障   

害者の社会復帰を支援する専門職として欄神保腱福祉士制度が精神保健福   
祉士法（平成9年法律第131号）により創設され、これまで一定の成果  

をあげてきたところである。  

しかしながら、「入院医療中心から地域生活中心へ」という施策の転換が   

図られているものの、長期入院患者を中心とした精神障声音の地域移行が   

十分に進んでいない現状にあり、制度創位当時に求められた「精神障害者   

の社会復帰の支援」を担う役割については、その主翼性が一層高まってい   

る。また、その一方で、国民の精神保健の課題にも拡大がみられている。  

（2）す後の精神保健欄祉士に求められる役割   

① 中核の業務として担うぺき役割  
上貫己のような背景から、医療鶴間等におけるチームの一員として精神  

障害者の地域移行を支援する相計こついては、今後も精神保健欄祉士の  

暮雲な投網であり、これに加え、精神障書巻の地域生活を支捜する役割  

力くより重要となっている。  

これらが、精神保健福祉士が精神障害者を支捜する専門橋として担う  

ぺき最も玉章な役割であり、具体的な業務としては、  

・2－   

1． はじめに  

我が国の精神障害者施策については、長らく精神障害者を医ま及び保護の  

対象として位置づけ、入臨処遇を中心として進められてきたことから、嬬神  

障青者の長期入院の解消を国り 
政の最大の政策課癌の一つとして隈任されてきた．   

このため、精神障害者が社会復帰を果たす上で障層となっている諸問甥の  

解決を図る必要があり、医療的なケアに加えて、退院のための環境整備など   
についての様々な支1妾を行う人材として、従来から医療機関及び社会復帰施  

設において精神障号音の社会的復権と福祉のための専門的な活動を実践して   
きた精神科ソーシャルワーカーの国家資格1ヒが求められた。   

こうしたことから、精神障害者の保健及び福祉に関する専門的知識及び技  

術をもって、精神障害者の社会復帰に関する相談援助を行う者として、平成   

9年に輔神保鍵箱址士の資格制丘が精神保健福祉士法（平成9年法律第1q  

l号）により創設された。  

資格制皮剥泣から現在に至るまでのこの10年間に精神良健福祉士を取り  

巻く環境に女化があったところであるが、その中でも、平成16年9月に精  

神保健福祉対策本部が提示した「精神保健医療福祉の改革ビジョン」（以下「ビ  

ジョン」という．）において、r入院医療中心から地域生活中心へ」という基  

本的な方策を推し進めるため、地域生活支援体系の再編などを桂に掲げ、受  

入条件が整えば退院可能な者約7万人について、立ち後れた精神保健医療福  

祉体系の再編及び基盤肇化の推進により、10年後の解消を回ることとして   

いる．   

このビジョンに基づき、これまで精神保健医療桔祉に閲する施策が実施さ  

れてきたところであるが、長期入院愚老を中心とした精神障害竜の地域移行  

が十分に進んでいない状況にある。  

現在、陣容者自立支援法の3年後の見値しに向けた議論が行われていると   

ころであるが、特に、精神陣苔寺については、別途検討会を設置し議論が行  

われており、その中で、精神陣書者の地域移行及び地域生活の支援を更に推  

進していく方向で検討が進められている．   

精神障害者が地域において安心して自立した生活を送るためには、r相故支  

操」、「住J、r生活」及び「活動」の各側面における地域生活支援体制の充実   

を図る必要があるが、上記の撫論においては、特に、今後、r相放支壌」の強  

・1・   
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○ 人口に占める割合は慕いにもかかわらず、こ九まで十分な対応がさ  

れてこなかった発達障害  
などへの対応が求められている。  

なお、精神保健福祉士についても、その他の関係花環と間接に、行政  
機関等と協力して、国民の精神俣儲の向上に資する予防及び普及啓発活  

動に関する取組を行うことへの期待もある。  

（3）必要となる技術  
上記の役割を適切に遂行するためた、従来からの相談援助技術に加え、  

包括的な相談援助を行うための関連援助技術として、   

○ 多様化するニーズに対し、適切なサービスに結びつけ調整を図るとと  
もに、総合的かつ鮭素売的なサービスの供給を確保するためのケアマネジ  

メント   
○ 相談内容に閲し適切に問題を解決するために、他の分野の専門家との  

助言に基づくコンサルテーション   
○ 人的・物的資源の連携により、提供するサービスの充実や効率化、継  

続性の確床などのためめチームアプローチ及びネットワーキング   
などの技術が必要となってきている。  

また、職務を連行するにあたってはト精神障老葛の人権を尊重し、誠実   

に努めることが求められている．  

3．求められる役崩を踏まえた対応  

○ 援助の方向性を明らかにし、一貫性を保つための援助計画の作成、   

日常生活能力向上のための指導、生活技能訓練及び退院のための家族   

環境の調整を行うこと   
○ 在宅医療・福祉サービスの班藍、住居の確保・日常生活上の能力の  

向上のための訓練皆の居住支援及び就拇に向けた相談・束雅彦動・競  
業生活上での環境調整等の就労支珪を行うこと   

○ 地域住民に精神障青春の理解を求めるとともに、他職捜・現係機防・   

ボランティアと連携し、必要な社会資源を整備、開発するための地域  

づくりを行うこと   
などがある。   

② 指揮保健の課題の拡大を背景とLて拡がった役割  
近年の精神保健の課題の拡大を背景として、】敵城の拡大や、求められ   

る支援が多様化しており、精神保健福祉士の役割が拡がってきた。  

（ア）桝の拡大   

○ 行政に関する分野では、精神保健福祉センター、保健所に加え、市  

町村等において、地嶺の粁神俣僅医療福祉施朱書推進する役割   

○ 司法に関する分野では、■b神喪失者等医療観察法における社会復帰  

論警官及び精神保健参与員、矯正施設等からの地域生活への移行を支  

援する専門スタッフ   
0 教育に関する分野では、学校等において、いじめや不登校、義貞の  

精神疾患羅患者の増加などを背景に環境調整等の支瑳を行うスクール  
ソーシャルワーカー   

○ 労働に関する分野では、精神疾患により休職中の者の微増複層支援  

を行う産業保健スタッフ、ハローワークにおいて、精神障琶看の求職  

者に対して、就労支援を行う精神障害者就織サポーター   

など職域の拡がりがみられる。  

（イ〉求められる支捷の多様化   

従来からの統合失硯痘への対応のみならず、各々の疾患及びそれに伴   

う生活上の課箱に対して、武有の特性を速まえた適切な対応が求められ   

ており、例えば、   

○ 様々なストレスに関連する障害や、社会経済状況等を背景として大  

きく増加しているうつ病害の気分障琶   
○ 人口の高齢化の進行に伴い、大きな社会問題となっている認知症  

3 

（1）現状と練題   

① 長期入院患者を中心とした精神障害者の地域移行を更に促進するとと  
もに、安心して地域で暮らせるための支援が求められている．   

②また、精神障害者の地域生活を支援するにあたり、医療・福祉・就労  

など多様な精神障害者等のニーズに対応したサービスを効果的ヒ提供す  
ることが求められている。   

③‘精神保健碍祉士を取り巻く環境や求められる役割について変化があっ  
たが、これまで、この変化に対応した席神保鍵福祉士としての必要な知  

随及び技術が習得できるようなカリキュラムヘの見直しが行われていな  

4 
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求められる支援の多様化に伴い拡がった役割についても基礎的な知識を   
習得できるよう、カリキュラムを充実させるべきである．   

㊥ 脚、る水準の確保  

○ 精神保健福祉士の実践力を高めるため、養成施設における養成課程に   

ついて、時間数の増や教育内容の充実を囲 

等における養成課程についても、養成施設と同程度の水準を確保すべき   

である。  

○ 精神科病院等の医療機関での現場実習が極めて重要であることから、   

必須とすべきである。  

○ 保健福祉系大学等及び養成施設の教員の賞を育めるとともに、実習先   

の指導者の真についても高める必章がある。   

⑤ 資格取得後の資質旦良基  
○ 資格取得後の資質の向上については、貧相を有する者の意識によると   

ころが大きいことから、法律上明示し、資格を有する者に対し、その重   

要性についての意識の醸成を促すべきである。  

0 自己の研餞のみならず、職能団体としても資質の向上のための卒後研   

修等に積極的に取り組むべきである。  

○ 行政、医療撞贋、障害福祉サービス事業所、教育権即事においては、   

資質の向上のための機会を提供するなどの支援に努めるぺきである。  

い。   

④ なお、カリキュラムの見直しにあたっては、特に相談援助にかかる技  

術を習得する実習・演習の充実書図り、その実践力を高める必要がある。   

⑤ 韓神保健福祉士を取り巻く環境について、今後も変化することがあり  

得るが、精神障害者等からのニーズに応じ、常に適切な支援を接供する  

ためにほ、資格取得後の資質の向上が必要である－  

（2）具体的な対応  

上記の現状と課通を踏まえ、行政、医療櫨臥障害福祉サービス事某所、   

教育楓臥職能団体等においては、‘それぞれが連携を図りつつ、以下のと   

おり具体的な対応を図るぺきである．  

① 精神保健棚引ヒ   
現行の法律においては、精神保健福祉士は精神障害者の社会復帰の支   

援を担う者とされているが、これに加え、精神障苔寺の地域生活の支援   

を担う着であることとついて明示すべきである。  

さらに、これらの職務を遂行するにあたっては、精神障害者の人権を   

尊重し、誠実に努めることについても明示すべきである。  

その上で、この役割を適切に遂行できる人材を養成することを目標と   

した教育を行うぺきである。  

② 他卿性の明示  
医療・福祉・就労など多様化するニーズに対応するためには、それら   

の領域の専門概種・関係楼蘭と連携を図りながら効果的に支援すること   
が必要となるが、現行の法律では、医療関係臆穐との連携を図ることに   

ついてのみ規定されていることから、これに加え、福祉・労働・司法・   

教育などの様々な領域の専門職種・関係機屈との連携を図ることについ   
ても明示すべきである。  

その上で、他職種・関係機周との連携を実践できることを目標として   

必要な知講及び技術lこついて教育を行うべきである。  

4．今後の検尉について  

本検討会は、精神保健福祉士制度創設からの精神保健医療福祉分野を取り   

巻く環境の変化を潜まえ、今後の精神保健描祉士に求められる役割を明らか   

にするため、精力的に隕輪を行ってきた。   

今後、本中間報儀を踏まえ、より優れた人材の養成や、精神障筈者に対す   

る支援の一層の充実に向け、求められる精神保健福祉士を養成していくため   
に必要となるカリキュラムについての検討を行っていく。   

なお、カリキュラムの具体的な検討にあたっては、ワーキングチームを設   

置し、検討会での議論を踏まえ、検討を行うこととする。   

＠ カリキュラムの充里  

精神保健福祉士の役割及び他職種・関係磯周との連携を含め、今後、   

精神保健桔祉士が中核の業務として担うぺき役割である、精神障害者の   

社会復帰の促進を回り、地域生活を支捜してし＼く上で必要となる知識及   

び技橋†こついては不可欠なものとして重点的に、さらに、聴域の拡大や  

－5・   
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社会保相反会議臓告  
平成20年11月4日  

社会保障国民会議  

1最終報告の位置付け  

社会保障国腰会組ま、社会保障のあるべき姿と財源問題を含む今後の改革の方向につい  

て、匡1民ヨ繰で議論する楊として、内閣総理大臣の下1こ本年1月に設置された。   

以来、今白まで約10ケ月、会議の下に置かれた3つの分科会を含め、合計で31回にわた  

る会議を重ね、社会保障を巡る様々な謀議について清力的に議論を行ってきた。   

この間、5月には公的年金の財政方式に関するシミュレーションを公表し、6月には中間報  

告をとりまとめたところである．   

中間職こおいては、今後の社会保障が進むべき道筋として、「制度の持続可能性」ととも  

にr社会保障の抽化」に向けての改革lこ取り組むべきことを提起した。   

本最終報告は、中間報告及び中間報告において積み残した課題を中心に中間報告後に行  

った法論を含め、これまでの会≡抱こおける全体の諾詣落とりまとめたものである。  

2 これからの社会保揮一中間報告が示す道筋－  

1社会保腫民会喜勤＝おける富豪論の出発点  

（1）国民の安全と安心を支える社会保障   

社会保障制度は、私たちの暮らしを支える最も王要な社会基盤。国民の期待に応えられ   

る社会保障制度を構築することは、国家の基本的な責任のひとつである。  

（2）時代の裏書か社会の変化lニ応える社会保障  

社会保障制度を、特続可能なものとしつつ、比斉社会の様々な変化【こあわせて、その隠   

能を強化してしヽかなければならない。  

（3）全ての国民が参加し支える、国民の借蜘＝足る社会保障   

社会的な相互扶助の仕組である社会醐度は全ての国民にとって必要なもの。給付の裏   

側には必ず負担がある。国民にはサービスを利用する権利と同時に制度を支える責任があ  

l  

社会保障の機能強化に向けて  

おわりに一国民会誌からのメッセージ～   

2了  

（9社会経済の進歩・技術革新の成果の国民への還元  

技輔車新の成果がサービスの効靴や賞の向上に活かされることが必要である。   

⑥蓼封寸と負担の透明化を通じた制度に対する信綾、国民の合意・納得の形成  

ライフステージの各段階で、自分の人生設計と社会保障がいかに雷接に関わりあって   

いるかを分力、りやすく明示されることは、社会鯛こ対する理解を深め、 

や改革への合意、必要な負担への納得を形成していく上でも非鰍こ玉露である．   

⑦当事者として国民全体が社会保障を支えるという視点の明確化  
社会保障制度においては、国見一人一人が給付・負担の両面で社会保障の当事者であ   

り、社会保障の給付を受けサービスを利用する権利があると同時に社会保樟制度を支え   

ていく責任を負っている．節度運営に参加することも国民の権利であり責任でもあり、その   

実現が図られるよう」政府は常に最大限の努力をすべきである。  

（2）社会保障を支える基盤の充実   

①安定的な鰹済成長の確保  
社会牌ま国民生活の安定を通じて経済を支え、経済は社会保障を支えている。安定   

的経済成長こ寄与することは、結局は社会保障制度自身の基盤を支えることにつながる。   

②現役世代の活力の事象持・強化  
社会保障の支え手である碩役世代の活力を可能な限り維持し強化していくことが不可欠。   

若者・女性・高齢者など、働く意思のある人は誰もがその能力を伸ばし、社会で発揮できる   

ようにしていくこと、将来に希望を持って安心して働けるよう、見開捷会、能力発揮櫨会を拡   

大することが主要である．さらに自助努力を促進する観点から現役時代の金融資産蓄悌を  

促進するための制度拡充も図るべきである。  

③ユニバーサル社会の実現  
年齢や性別、障害の有無などにかかわらす、能力と意思のあるだれもが、その特てる   

力を発揮して社会の担い手、支え手として社会悪動に参画し活躍できる社会の実現が強く   

望まれる。  

（3）高齢期の所得保障  

高齢期の所得保障は、自らの勤労所得・財産所得・年金所得の適切な組み合わせが基   

本になるが、現実には公的年金が高齢期の所得良障の柱となっn＼る．改めて言うまでも   

なく、公的年金帳の長期的な安定・給付水準の確保は王事な課題である。  

（D公的年金（基連年金）の財塾：方式  

基礎年金制度の財政方式については、平成21年度からの基礎年金国庫負担の1佗へ   

の引き上げ実施を前抱こ、基薩年金制度の財政方式について、現行社会保険方式、現行  

3   

る。  

（4）国と地方が協働して支える社会保拝   

社会保障制度の構築と現場での運用の両面において、崖と地方公共団体がそれぞれの責   

任を果たしながら対等の立壌で協力し合う関係を築くことが重要である．  

2社会保障改革の基本的視点   

2∝）0年以樫の医療・年金・介護などに関する一連の「社会保障横道改革」により、社会保障  

制度と紐斉財政との整合性、制度の持続可拙ま高まった。   

しかしながら、今日の社会保障射1度は、少子化対策への取組の還れ、高齢化の一層の進行、  

医療・介護サービス提供体制の劣†Lセイフティネット触の低下、制度への信頼の低下等の  

様々な課題に直面している。   

r制度の持続可馳を確保していくことは引き続き重要な課題であるが、同時に、今後は、  

社会経済構造の変イU二対応し、r必要なサービスを保障し、国民の安心と安全を確保するため  

の「社会保障の機創蘭化」」に重点を置いた改革を進めていくことが必要である。  

3社会保障の機能強化のための改革  

く1）社会保件の瀞1産出十l牒しての基本的な考え方   

①自立と共生・社会的公正の実現  
私たちの社会は、個人の自助・自律を基本とし、一人一人の安全と安心は、相互の助け   

合い・連帯によって支えられている．社会的な連帯・助け合いの仕組である社会保障制度   

は、「所得再分配の機能」を通じて、給付の平等・負担の公平という「社会的公正」を実現す   

るものである．   

②持続可能性の確保咽民の多様な生き方の尊王  
団塊世代が75歳になる2025年以降を見通し、長期にわたって持続可能な制度の碑築   

を追求する必要がある。同時に、社会脚度は、人々の暮らしや価値観の変化に対応し   

た制度であるべきであり、個人の職業選択、飲労形惣や生き方の選択によって制度の適   

用、給付や負担に不合琶な楢羞か生じるようなことがあってはならない。   

③効率性・透明性  
社会保障制度は効率的で、簡素で分かりやすいものであることが必要である。   

④公私の役割分担・地域社会の協働  
公的な支えである社会保障制度とともに、一人一人が地域社会の一員として様々な地域   

社会の支え合い・助け合いの仕組lこ参加し、共に支え合っn＼くことが主要である。  

2   
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社会保険方式の修正案、税方式（複数案）について、客観的ヰ立的な定量的シbレーシ  

ョンを実施＿′、関連資料（′くックデータ）とともに公表した。   

建設的な節度改革崩を行うためには、共通の土台となる客観的・実組杓子ーうに基づ  

く議論が不可欠。このシミュレ一泊ン結果がそのような「共通の土台となる基礎賃料」とし  

て活用され、基礎年金の財政方式に関する誌論がさらに深まることを期待する。  

（∂未納問超への対応   

未納はマクロ的には年金財政に大きな影響を与えるものではないが、未納の増加（とそ  

れによる無年金者・低年金者の先生）は、皆年金劉1虔の理念を脅かす大きな問題。未納者  

の属性を分析し、   

・低所得者についての免除制度の積極的活用  
・非正規正悶着：ヨ舶用者への厚生年金適用の拡大・足用主による代行徴収  

・確信的不払者（多くは中高齢緑青）に対す石鯛収の実施  

などの属性に対応した実効ある対策を早剋こ実施することが必要である。  

（∋無年金・低年金間曜への対応   

現行の納付率で将来無年金者が大きく増大することは考えにくいとはいえ、将来にわた  

って継続的に高齢者の一定割合（約2％）の無年金者は発生。未納対策の徹底とともに、  

最近増加しつつある生活保康受給者の状況にもかんがみ、基礎年金の最低保障額の設  

定、弾力的な保険料追納等の搾世を検射すべきである。  

必要な人的・物的資源の計画的空席を行うことが必要である．  

⑥診療報酬体系・介醐体系の見直し   
改革を実現していくためには、安定的な財源の確保・継続的な資金投入が必要だが、同  

時に医療制度・介饉制度内部での財源配分のあり方†こついての見直しも必要。診淵・  

介区報酬体系そのもの、基本骨格のあり方にさかのぽった検討が必要である。  

⑤医療・介護Iこ関する将来雷式算の実施   

あるべきサービスの姿はどのようなものなのか、そのことを明らかにしつつ、それを実  

現L、維持していくためにはどれだけの支用（フロー・ストック）が必衰なのかを恕†する吉式  

算を早急に実施。文用推計試算を踏まえ、財源の確保方策について郎寸を行う。  

（5）少子化・次世代育成支援対策  

（》未来への投資としての少子化対笈  

少子化は日本が直面する最大の温基本は、眈労と結婚・出産・子育ての「二者択一   

構造」の解決を通じた「希望と現実の希離」の解消。「仕事と生活の視軸の実現」と「子育て   

支援の社会的基盤の拡充lを車の両輪として取り組むことが玉章である。   

②仕手と生活の執和の推進   
「仕事と生活の領和（ワーーク・ライフ・バランス）裏手」、「仕事と生活の鯛相性進のための   

行動指針」に基づき、全ての動く者について社会全㈹き方の見直しに取り組んでいくこ   

とが必要である。  

③子育て支援サービスの充実   
1線の壁、4歳の垂、小1の睾、」叫の堂の解消など利用者視点に立ったきめ細かな運   

用面での改善が必要。穿た、嫌の軌、手となっている市町村レベルでの取組の充実、省   

庁間の連騰（D謝ヒを図るべきである。  

④地噴こおける子育て環境の整備  
地域の多様な主体が担い手となり、子ども白身の視点に立つとともに、親を一方的なサ   

ービスの受け手とせずその主体性とニーズを尊重し、子育てが孤立化しないように、子ど   

も自身と親の成長I＝寄り添う形で支援することが重要である。  

⑤少子化対策に対する思い切った財源投入と新たな軌慶体系の構築   
大胆かつ効果的な財政投入を行ってサービスの賞・iゐ抜本的拡充を図るぺき。同時   

に、現在様々な制度に分かれている子育て支援関係サービスを再構成し一元的に提供   

することのできる新たな制度体系の構築が不可欠である。  

（6）セイフティネット機能の強化   

社会保障制度が持つリスクヘッジ機能の強化、適時適切なサービス提供の実現という観  
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（4）医療・介肢・桔祉サービスの改革   

①医療・介脚こかかる需要の増大  
75歳芳しと高齢者の増大・家族介倭力の低下地域のサボヰカの低下等々により医療・   

介掛ビス鞘要は軌需要に応えるサー1ごス確保のための将来の財源確保が大きな   

課題となることは不可避。  

（謬不十分湖劫再なサービス捜供体制  

貌が国の病院は、人的・物的資源の不足、非効率が指摘される一方で、救急医療間隠．   

地域医療の困窮、産科小児科医の不足など様々な課題に直面している。これらの珊＝   

対し現段階でできる緊急の対策を講じていくことが必章だが、同時に棟造園題の解決への   

取組が不可欠である。  

③サ・－ビス提供体調の構造改革と人的資源・物的資源の計画的鮒   

「選択と集中」の考え方に基づいて、病床機能の効率化・高度化、地域における医療機   

能のネットワーク化、医療・介護を通じた専F側澗の機能・役割分担の見直しと協働体糾   

の構築、人的資源の計画的養成・確保など、効率化すべきものは思い切って効率化し、他   

方で資源を集中投入すべきものには思い切った投入を行うこと力く必要であり、そのために  

4   
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点から、①価制度の改善（頭物総付卿、②低所得者対米の見直し（制度横断   

仲舶を行うべき。ITの活用や社会保障番号制の導入検討を掛＝推進すべきであ   

る。  

（7）制度に対する信頼の回復・毘長日繰に立った改革の実施   

q）公的年金制虎への信頼国債  

捌こ対する不信は、制度それ自体の敵うよりは制度運営に関わる国に対   

する信頼の低下に起因する面が大きい。公的年金制虔の信頼を回復させ、本来の機能を   

十全に発揮経せるためにも、盟I丸制度への鯛の回せのために総力をあげて努力すべ   

きである．  

（∋運用面での改善  

社会保㈲憩潤しては、大きな糾度改革も重要だが、地方分権の視点に立ち、現行制   

度の運軒を改善することで解決できる課題も多い。運用改善で対応できる事項につい¶ま、   

寒中醐まえて、政府において早急Jこ対応すべきであるにの点はr8．中   

間報告後の緒論」から生まれた提言についても同様である。）．  

働射  

中間報告においては、セイフティネット椴醐としてのイ剛現役世代  

の活力の経絡層化のための能力触医療・介護のあるべき姿軌n、く穎点から  

の医療・介護晰ンの実施、新山＼次世代青庇支援システムのあり方といっ  

た論点が、なお弓恰紬を詰めnくべき輪点として残されb   

中間馳如漉こ九らの論点について各分科会lこおし、て触が行われ、現行制度の問題  

点と故老のための具他ごついて、次のとお明馳  

（1）低所得者対策   

低所得者への就労斬上で、日本経済の成長、特に中小企業での就労機会の拡   

大が主要。また、地域ご出こ雇用事情が異なるこ出こ応じたきめ細力、な就労支援施策の実   

施が必要である。   

触こ持しては、過去への反省も十釧こ踏まえ、施酬を朝晩和こ把温一泡策の   

改善に不断に反映させる恒久的な仕組を撒こ揺み込むべきである。   

若年層など現役世代が生活保無断るを得なし＼ときに、そこから秘ナ出す力をつけ   

るための「l納のような政策が必要．自立支線こ向けbヽローワー・－ウ、自治体の聴  

‘   

化などに加え、就労インセンティフlこ配慮した運営や、能力開発が不十分で自立が因蛙な   

若者について、基礎的なレベルの訓練や、ジョブ・カード制度の活用等l誌る実践的な訓練   

の機会の提供等が必薫である．   

さらに、改正最低賃金法の趣旨に従って最低賃金を引き上げ、労働者の生活を下支えし   

n＼くことも重要である。   

低所得者対策として各社会保障制度ごとにきめ細かく負過馳唱軋られているが、   

制度ごとの体系がバラバラであり、複雑である．国民の視点からみて、分かりやすく利用し   

やすいものとするよう制度を見直し、各制度の担当者が租互鮒こ努めるとともに、制度横   

断的観点に立って、ワンストップサーービスなど手旗きの簡素化や負担の榔、必要な事務   

の効率化のための基盤整備（社会保障番号・九」ごの検討等lを進めるべきである。  

（2）能力朋党紙 

①エ程衰と不断の施策改善の仕組  
中間とりまとめに記された施策の具体的な推進体制を整備」エ程表を作成して、早急   

に実施すべきである。  

施策突如＝際しては、過去への反省も十分に速まえ、施策効果を客観的に把塩し施策   

の改善に不断に反映させる恒久的な仕組を制度に組み込むべきである。  

（診能力開発施策体制の強化  

職業能力訓練校等のコース・カリキュラムを介護などの今後一層成長が見込まれる分   
野のウェイトを富めるよう見正すとともに、その内軸労時に静＝求められる能力の   

随粗＝つながるものとするなど、就労ニーズに即した能力開発の実現に向け、至急かつ   

継続的に月文り組むべきである。  

職業絶力開発施策は、教育、足同保険を活用した鵬Il練はもとより、生欄との連   

携をさらに強化する必要が大きい．また、地場に異なる産業・雇用の芙矧こ即し、さら   

に施策撫を開削ヒして卓め細かに対応する必要もある。したがって、国が全国的な視   

点から引き続き責任を果たすことはもとより、地方への十分な財源の確保や、権限移譲も   

含め、地方がより主体性を持ち、園・自治体・教育界・産製界が一体となって各分野の施   

策を総合的・有観的に連動させかつきめ細かに実施運用できる体制を確立すべきであ   
る。  

③職粟生涯長期化lこ対応した能力的発  

高齢化が一環進展する我が国において、長期化する一人一人の脚を持続可能   

で充実したものとしていくための職業能力開発への支援を強力に進めるべきである。  

④若年時能力醐こよ総会保庫の基盤強化  
若年時の能力閻魔の充実は、生涯にわたる安定した雇用の大前溝となるものであり、  
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低所徴こ陥らないようにするためにも重要である。そして、こわことは雇用保険制度の支  

え手の確保・充実にもつながる。若年能力開発対策によって、雇用保険制度の安定的な  

運営を確保するとともに、≠土会保障刹倭ひいては我が国権幕社会全体の基盤の強化を図  

るべきである．  

：予防の強化による患者数減（外来患者約32万人／日減）   

・医薬卦医療櫨藩の効率化等の効率化（伸び率ケース①の堵合）  

を見込んだ。  

・2025年に」変療・介瞳費用は現状の41兆円（対GDP比7，9％）が、現搬ノナリ  

オで貼兆円程度（川．8－10．9％経度）、改革シナリオ（Bl－B3）で91－9隻兆円程度  

（1L6一辺D％程度）。  

・追加的に必要となる公費財源については、現状投影シナリオで対GDP比＋1．4％毘匿、  

改革シナリオ（Bl－B3）で＋L8－2．0％程度．これを消費税率換算で見ると、現状投影シ  

ナリオで3％程度、改革シナリオ（Bl－B3〉で4％鑑  

・なお、途中年次（2015年）時点で見れば、追加的に必要となる公費財源は、改革シナ  

リオ（Bl－B3）で対GDP比一用．6一皿7％程度、消樹では1％程度。  

（3）医療・介護登用のシミュレーション   

今回の医療・介護費用のシbレーションは、現状の医療・介護サービス提供体制の問題   

点に関する中間報告での指摘を踏まえ、医療・介護サ【ビスのあるべき姿を実現するとい   

う観点から、サービス提供体制について一定の改革を行うことを前線に推計（シbレーショ   

ン）を行ったものであり、「医療・介護サービスのあるべき姿」を具体的に示して行った推計と   

いう意味で、これまでになかった推計と言える。   

シミュレーションを実施するに当たってのポイントは、以下のとおりである。   

■ 必要な医療・介臨サービスを確保する観点から、大胆な改革を行うことを前提とした。   

・改革シナリオにおいては、サービスの充実強化と効率化を同時に実施することとし、  

改革の硯＝応じた他のシナリオを実施した。   

・経済成長、科学技術進歩、効率化要素等、医療費の伸びに影響を与える要因を適正に  

織り込んだ。   

・加25年での改革シナリオ達成を前提に、2025年時点での推貫十結果を示し、併せて、  

現在の財源構成を前提に、2025年における必要財源の規j葵も試算Lた。   

シミュし－ションの結果については、以下のとおりである（数値は超済前提Ⅱ－1、B2シ   

ナリオに基づく改革を行った場合のもの）。   

・医療・介護提供体制について、  

．急性期医療の充実強化・効率化（急性期医療の舶致充実（現在の一般病床全体  

の平均に比べ倍増の水準に引き上げ）、平均在院日数の短縮（現在の一般病床全体  

の平均に比べ半減（現状20．3日から10日へ）））  

・病院病床の挫能分化（現状投影シナリオで一般病床133万床となるところ、急性期・  

亜急性期・回復期リハビリ病床等に機能分イヒし、急性期67万床、東急任期等44万床、  

合わせて全体として現状程度の病蔚約110万民）で高齢化需要増に対応）  

：在宅医療・在宅介護の充実（訪問診療の充実、居住系サービスの充実等による居  

住某・在宅介讃利用者の増（規状から約43万〟日わ増）等）  

：マンパワーの充実確保（全体で現状の⊥7〝18櫛こ増加）   

を前提とするほか、   

・医療費全体について  
経済成長や技術進歩に応じた伸びとともに、  
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（4）少子化対兼の意義と澗   

少子化問題は、将来の我が国の経済成長や、年金をはじめとする社会保障全体の持続   

可能性の根幹にかかわるという点で、最優先で取り組むべき「待ったなし」の開である。   

本年6月の中間とりまとめでは、少子化対策は、将来の担い手を育成する「未来への投   

資」として位置付け、就労と結婚・出産・育児の「二者択一他の解決を通じた「希望と現実   

の弱敵」の簸消を目指し、①仕事と生活の的和、②子育て支援の社会的基盤の拡充を「車   

の両輪」として取り組むことが重要としている。   

あわせて、我が国の家族政策開展支出が領外屈に比べて非常に小さいことから、rt≡抽†   

責任をもって国・地方を通じた財源の確保を図った上で、大胆かつ効率的な財政投入を行い、   

サービスの質・呈の抜本的な拡充を図るための新たな制度体系を構築することが必要不可   
欠」とされている。  

（5）新たな制度体系構真に向けた基本的視点   

中間とりまとめで指摘した「新たな制度体系の撰集」lこ属して、保育サービスのあり方や   

育児休業制度の見直しについては、すでに専門の審議会において、年末に向けて法論が   

始まっているところであるが、今後の議論に反映させていくため、以下のように課題を整理   

した。  

①仕事と子育ての両立を支えるサービスの質と量の確保等  
新たな制度体系構築に侍しては、潜在的な保育サービス等の需要に対し、速やかにサ   

ービス提供されるシステムとすることが必要。  

働き方の多様化、子育て支線ニーズの深化・多謝ヒを錮まえ、提供者視点ではなく、子   

どもや親の視点ーこ立った仕組とすることが重要であり、良質なサービスをきちんと選べる  

9   
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るコスト、さらには児童手当をはじめとする子育てに関する経済的支援の充実も、緊急性   

の乱l保育をはじめとするサービスの充実の優先の必要性にも留意しつつ併せて検討す   

べき。  

少子化対策は「未来への投資」として、国、地方公共敵手薫主、国民が、それぞれの   

役割に応じ、費用を負担してい〈よう、含意形成が必要。  

4社会保障の機能強化に向けて  

今般、医療・介経費用に関する書式某（シミュレーション）を行ったことで、中間報告において示  

した基礎年金に関するシミュレーション、平成娼年㍑月に政府においてとりまとめた「子ども  

と家族を応援する日本」皇点戦略会誌報告とあわせて、社会保障の大宗を占める年金、医療・  

介護、少子化対策に関して、それぞれの課題や改革の方向性、将来必要とされる財源の規模  

について、具軸勺な姿が明らかになった．  

基湿年金制度については、財政方式を巡る議論があることから、国民会議では、現行社会  

陰険方式による場合と税方式による場合のそれぞれについて定量的シミュレーションを行つ  
た。中間報告でも述べたが、建設的な制度改革論随を行うためには共通の土台となる客観  

的・実証的デーータに基づく経論が不可欠であり、このシミュレーション結果がそのような「共通  

の土台となる基礎資料」として活用され、基碇年金の財政方式に関する議論がさらに深まるこ  

とを期待するものである。  

平成16年の制度改革の効果により現行基忘年会制度の財政は安定しており、シbレーシ  

ョン結果からは、免除者の増大や納付辛低下がマクロの年金財政に与える影響は限定的であ  

ることが示された。いわゆる未納問題は現行制度最大の問題であるが、それはマクロの年金  

財政の間頚というよりは、未納の増加（とそれによる無年金卦低年金者の先生）が昔年金制  

度の理念を青かし、将来の低年金者・無年金者の増大によって国民皆年金制度の本来杜能で  

ある「全ての国民の老珪の所得保障」が十全に機能しなくなることがより大きな問題であり、そ  

の観点から、非正規労働者への厚生年金適用拡大や免除制度の積極的活用などの未納対先  

の強化、基礎年金の最低保障也能の強化等が大きな課題となる。   

仕組とする必要がある。また、病児保育などの多様なニーズヘの対応も課汲   

サービス量の抜本的拡充のためにも、  

・ニーズの多様化に対応した保育の必要性の判断の仕組（「保育に欠ける」という要件   

の見直し）  

・サービスが必要な人が安心して利用できるような保障の強化（権利性の明確化）を図り、   

保育所と利用者が向き合いながら、良質で柔軟なサービス提供を行う仕組  

・民間活力を活用する観点からの多様な提供主体の参入  
・一定の質が保たれるための公的貢任のあり方  
といった見直しの視点を踏まえつつ、専門の暮諾会において法論を深めていく必要があ  

る。   

放課後児童対策について、制度面・予算面とも拡充する必要。   

身近な地岨こおける社会的な子育て支援牲能の強化が必要。   

育児体菓制度については、短時間勤務制度など柔軟な触き方を支援することが重要．  

あわせて、男性（父親〉の長時呵労他の是正や育児休業の取得促進などの働き方の見直  

しが必要。その際、企業経営者の意王鼓改革とともに、企業内保育施設設置に対する支援も  

含め、企業にインセンティプを与えるような仕組も重要。   

縦割り行政を廃し、サービスを実施する市町村における柔軟な取結を可能とすることが  

必要。  

②すべての家庭の子育て支援のあり方   
新たな制度体系の構築に当だっては、育児不安を抱える者への対応など、すべての子  

育て家庭に対する支援をより拡充することが必要。   

安心して子どもを産むことができるための妊娠・出産期の支援の拡充が必要。   

母子家屋への支援、社会的葺護を必要とする子どもや障害児など特別な支援を必要と  

する子どもに対する配慮が必要。   

地上或住民、NPO、企業など、多様な主体の参画・協働により、地域の力を引き出すこと  

が必要。  

③国民負担についての合意形成   
少子化対策は社会保障制度全体の持続可能性の坂野こかかわる政策であり、その位  

置付けを明確にした上で、効果的な財源投入を行うことが必要．   

国民の希望する結婚、出産・子育てを実撰した場合の社会的コストの追加所要誠は、昨  

年末、r子どもと家族を応援する計本」王点戦略会誌鯨封こおいて、L5兆円～2．4兆円と  

推計されているところ。   

また、同君蹟には含苦れていないが、施設整備やサービスの質の維持・向上のための  

コスト、社会的養護など特別な支経を必要とする子ども達に対する1トーービスの充実に要す  

10   

医療・介護サービスについては、社会の吉鮒ヒに伴い医療・介護サービスを必要とする人  

が大きく増大していくことから、費用が今後急速に増えていくことは避けられない。他方で現在  

の医療・介護サービスは様々な構造的問題を抱えていることが拇摘されている。この点につ  

11   
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いて中間筍告では、救急医療の間任、地域医療の耶、産科小児科医の不足などの「当面の  

緊急湖」について現牌で出来るだけの対笈を浅1ニていく必要性を榊薦しつつ、同軸こ、こ  

れらの関の背景にある「欄退潮眉の解決への取組」が不可欠である旨楓た。   

今回の医療・介鰍用に関するシbレーションでは、中間報告で指摘されている現行制度  

の様々な構造問題（サービスの否定・非効率な提供システムなど）について、サービスの充実  

と効率化を同時に実施する改革を行い、r医療・憫サービスのあるべき姿」を実現した場合  

の医療・介御凧こついて、大胆な仮定をおいて試算を行った。  

今回のシbし－ションの背景にある哲学は、医療の機貴酬ヒを進めるとともに急性期医療  

を中心に人的・物的資源を集中臥し、できるだけ入院期間を減らして早期の家庭復帰・社会  

複嬬を実現し、同時に在宅医療・在宅介護を大幅に充実させ、地域での包括的なケアシステム  

を噺ることにより利用者患者の畔）L（生活の乳の向上を日給す、払、うものである。   

今回示されている医療・介護の将来1用推計は、そのような前提に立ち、一つ一つのサー  

ビスの改革を積み上げて井定しているものであり、この哲学に基づいたサービス提供体制の  

姿力嘆現されれば・現在の医療・介護とは植樹；異なる質の乱、サーゼスが効率附こ提供で  

きることになる。この点は、今回のシミュレーションを理属する上で非常に重要な点であり、で  

きるだけ分かりやすく国民に示しnヽく努力が求められる。   

模に基づく消鮪平に換算して、基礎年金について現行社会保険方式を前提とした場合には  

2015年に3，3－S，5％程度、2025年に6％程度、税方式を前提とした場合には2015年に6－  

n％二毘虔、2025年でg－13％程度の新たな眈辰を必要とする計凱二なる（経済前提Ⅱ＿1  

（医療の伸び率ケース（か）、医療・介護B2シナリオの場合）．  

社会保障を支える財源には、公費負担以外に保険料負担がある。年金保挨料について軋  

平成16年改正により将来の保険料には上限が設定され、却17年庶以降、厚生年金では18．  

3％（労使折半）、国民年金では柑狛）円（平成16年虔価格）に固定される（なお、基礎  

年金について税方式を前提とした場合には、企集や個人が負担している基歴年金相当分の  

保険料負担はなくなることになる。）。   

医療・介護にかかる保険料負担については、今回のシミュレーションによるサービスの充実  

と効率化を同時に実現することを前提とすれば、瓢25年段階で、現行と比軋て対GI）P比で  

＋15－L7％程度となる。  

また、制度に基づく給付・サーーモス以州こ」ヨのみならず、地方自治勧（様タな形で提供す  

る社会保隙こ関わる給付・サービスがある。地方分権、地域住民のニーズを踏まえた地域の  

実態に即したサ“ビスの実施という挽点からは、このような挽こかかる財源の確保をどの  

ように考えていくかも大きな課題となる．  

言う奮でもなく、私たちの社会保搾を守り、将来世代に負担を付け回しすることなく、倍額で  

きる制度として次の世代に引き軌＼でいくためには、現在の社会に生きn、る我々国民がみ  

な、年齢にかかわらず能力に応じた応分の負担に応し：なければならない。  

社会保障制度を将来にわたって持続可能なものとし、同時に必要な機能の強化を実現して  

いくために、今回のシヒレーショシの対象でない障害者福祉等を含め、あるべき給付・サー  

ビスの姿を示し、それを実現していくための改革の全体像を明らかにしながら、必要な財源を  

安定的に確保していくための改革l二真剣に取り組むぺき時期が到来している。   

速やかに社会脚こ対する国・地方を通じた安定的財源確保のための改革の道筋を示し、  

国民の理解を得ながら具体的な取組に着手すべきである。  

5 おわりに－1国民会勤、らのメッセージー  

い書まで、社会保障＝勘し、臨民が制度の哲学や理念、具体的運用などについてトータル  

13  

また、もとより、このようなサービスの挙が実現されるためには、安定的な財瀬の確保のみ  

ならず、サービス供給体制の計画的整備や軒Ⅶ穫聞の役割分担に関する制度の見直し、  

診療和弘介軸体系の見直し、マン′くワー・の計画的養成・確鼠サービス提供者作卜多職  

雛の連携ネソトワ・・ウの仕組の構築、サービスの質の評価など、制度面を含めたサービス  

捷鉄柵改革のための相当大過な改革が実行されなければならない．   

その意味で、このような改革を実際に行っn、くに際しては、実現されるサービスの姿を分  

かりやすく国民に示し、国民的合憲を待ながら具体的な改革の道筋（エ程衰）を明らかにし、一  

つ－‘つ確剋＝改革を実現していくことが必妻であることは言うまでもない。  

さらに、これらに「子どもと家族を応援する日本」主点戦嶋において示された、少子化対餞の  

充実を囲った場合の費用王蹟を合わせればこ社会保障制度の大宗を占める年金、医療・介醍、  

少子化対策について、その搬充実強化していく「実現すべき・日給ヂぺきサービスの姿」  

としてどのようなものがあり、それを実現していくために必要な将来の兼用がどの程度のもの  

であるのか、概ね明らかになる。   

これに、基晩年金国庫負担を∽から1佗に引き上げるために必要な費用を加えれば、社会  

保障の機能削ヒのために追加的こ必要な国・地方を通じた公費負握は、その時点での経済規  

t：  
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に贈討‾る場面は、残念ながらほとんどなかったと言えるであろう。   

社会保障制度は非常に国見こ身近なものであり、国民は日常生活の様々な場面で社会保  

障の給付を受け、サービスを利用しているにもかかわらず、また、少なからぬ負担を税や保  

険料の形で負担しているにもかかわらず、その全体像がどうなっていて、制度の改革が個々  

人の生活にどのように影響するのか、給付負担両面での当事者としてきちんと阻むを持って  

胎こ参加‾る場面は、なかなかなかったのではないだろうか。  

今般の社会保険庁の不祥事や長寿医療制度を巡る混乱は、極めてi削感なことであり、国  

（厚生労働省）は自らへの園長の信頼回復のために総力をあげて努力すべきであることは  

富を候たないが、他方で、今回のことは、社会保障がいかに国民の日常生活に直接大きな影  

響を持つ王室な制度であるかを、政治や行政当局、そして国民自身にも、改めて実感させるも  

のであったということも言えるであろう．  

今後、社会の高齢化が進み、負担の増加が速けられない中で、社会保障の機能を強化し、  

同時に安定的な持続できる制度にしていくためには、大胆な制度改革が不可避であり、その  

ような改革を実讃していくためには、サービスの利用者＝受益者であり、同時こ負担者でもあ  

る国民が、文字どおり当事者として納こ積極的に参加し、国民の目線で誰…烏を進めていくこ  

とが必須である。   

そのためにも、社会保拝顔1虔を、より分かりやすく、利用しやすいものにしていくとともに、  

社会保柵こ関する情静子ーぅの臓示、国民一人一人のレベルで社会保障の給付と負担を分  

かりやすく示すための社会閣番号制の導入検討を、国民の含意を得ながら挑粗相＝進めて  

いくことが必要である。  

社会保拝国民会議Iま、10ケ月にわたり、現場の声、地域の声をできるだけ取り入れて複諭  

してきた。現行の社会保障が聴える間組点を指摘しつつ、社会保障の機能強化のための今後  

の制度改正に向けた議論の土台を示し、社会保障国民会謙は、この最終報告をもってその役  

割を終えることになる。   

しかし、社会保障と国民のかかわりに終わりはない。当事者である国民の声が広く取り入れ  

られるかたちで、この社会床師ヨ民会納封こ盛り込まれた提裂こついて、具体的な制度改  

革の道筋を明らかにし、当事者である国民が運用面での改善が行われているか、制度改正  

へ甲取組が進んでいるか、引き概き監視し、ま見を述べていくことは、この国の社会保障を守  

り、立てせしていくために欠かせない．  

社会保酢ま国民自身のものである。凶矧出こ、自身の社会保障を守るため、機会をとら  

14   

えて議論に参加していくことを風．、、他方、行政には、国・地方を問わず、社会牌こ閲し国民  

の参加を可能とする鴇を設けていくことを提案し、報告の結びとしたい。   
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② 地域における相談支援が十分号機能するためにも、多様な支援を必要と   
する精神障害者に対してケアマネジメントを行う機能の充実を図る。  
あわせて、相談支援の中核を担うべき地域自立支援協議会についてもそ   

の様能の充実を図る。その際、地域自立支援協議会への当事者の参画を促  
＿ 達する。   

③ 精神障害者の地域生活への移行及び地域生活の支援lこついては、障害者   

自立支援法に基づく障害福祉サービスと保健医療サービスとの密接な連   
携の下で行われることが不可欠であり、これらのサービスの複合的な提供   
を含めてその体制の一層の充実を図る。  
また、住まいの場については、精神障害者が地域生活を営むに当たり最   

も重要な基盤の1つであることを踏まえ、国及び地方公共団体は、その確   
保のために重点的な取組を行う。  

精神障害者の地域生活への移行及び地域生活の支援の一層の推進に向けて  
「今後の精神保健医療福祉のあり方等に関する検討会（中間まとめ）」  

平成20年11月20日  
今後の精神保健医療福祉の  
あり方等に関する検討会  

本検討会においては、平成16年9月に策定された「精神保健医療福祉の改  
革ビジョン」（以下「ビジョン」という。）における「入院医療中心から地域生  

活中心へ」という基本的方策を更に推し進めるという共通認識の下、精神保健  

医療福祉施策に関する抜本的見直しのためのビジョンの後期5か年（平成21  

年9月以降）の重点施策群の策定に向けて、本年4月より検討を開始し、9月  
には、それまでの諸論を踏まえ、「これまでの富農論の監理と今後の検討の方向  

性【論点整理】」において論点の取り．まとめを行った。   

本検討会においては、この論点に基づき、精神障害者の地域生活への移行及  

び地域生活の支援に関連する事項について、9月以降引き続き検討を進めてき  

た’ところであるが、これまでの議論を踏まえ、精神障害者の地域生活への移行  

及び地域生活の支援に閲し、障害者自立支援法の見直し等に向けた本検討会と  

しての意見を以下のとおり取りまとめた。  

Ⅱ 個別に対応すべき事項  

以下の個別の事項のそれぞれについて、障害者自立支援法、精神保健福祉   
法の改正等の制度的な見直し、障害福祉サービスの報酬における評価の見直   
し、関係予算の確保等により、施策の具体化を図るとともに、国・地方公共   
団体が一体となってその推進に当たるべきである。  

1．相談支援について   

（1）地域生活の拡充のための相談支援について   

（相談支援体制の充実強化）   
○ 精神障害者が病院等から地域生活に移行し、安心して地域生活を営ん  
でいけるよう、総合的な相談を行う拠点的な機関の設置等、地域におけ  
る総合的な相談支援体制を充実すべき。  

○ 精神障害者地域移行支援特別対策車菓において行われている、病院か  
らの退院等に向けた地域生活の準備のための同行等の支援に加え、居住  
サポート幸美が担っている民間住宅等への入居時の支援や緊急時に対  
応できる地域生活における24時間の支援等について、全国のどの地域  
においても実施されるよう、個々の支援を評価する仕組みに改めるなど  
充実を図るべき。                       イ  

ー2－  

Ⅰ 基本的な考え方  

障害者自立支援法の見直し等に当たり、精神障害者の地域生活への移行及  

び地域生活の支援については、精神障害者の特性を十分lこ踏まえて、以下を  

基本的な考え方とすべきである。   

なお、精神障害者の地域生活への移行及び地域生活の支援に当たっては、  

病院等から地域生活への移行を目指す者だけではなく、家族と同居している  

者への支援についても推進すべきである。   

（か 障害者自立支技法に基づくものをはじめとする相談支援については、日   

常の継続的な支援や緊急時の支援を通じて、精神障害者が安心して地域生   
活を営むことを支えるとともに、地域生活を富む精神障害者に対する様々   

な支援を結び付け円滑に利用できるようにする重要な機能であり、その充   

実強化を今後の施策の中核として位置付ける。  

－1－  
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（3）精神保健福祉士の養成のあり方等の見直しについて  

O 「精神保健福祉士の養成の在り方等に関する検討会」における検討結  
果を踏まえ、精神障害者の地域生活の支援を担うという役割の明確化、  
保健福祉系大学等における養成課程の水準の確保や精神科病院等の精  
神科医療機関での実習の必須化、資格取得後の資質向上の責務の明確化  
をはじめ、制度上の対応を図るべき。  
また、買の高い精神保健福祉士の養成のためのカリキュラムの見直し  

について引き続き検討すべき。  

2．地域生活を支える福祉サービス等の充実について   

（1）住まいの場の確保について   

（グループホーム・ケアホームの整備促進・サービスの質の向上）   

○ グループホーム・ケアホームについて、整備費の助成制度や公営住宅  
の活用等を通じて、更に整備を促進すべき。  
その際、地方公共団体は、障害福祉計画等に基づく計画的な整備を行  

うとともに、整備実現に向けた地域住民との調整を含め、自ら積極的に  
整備を促進すべき。  
また∴夜間の安全・安心を確保するための必要な人員体制の確保、支  

援内容の向上等、質の面でも充実を図るべき。   

（公営住宅への入居促進）   

○ 優先枠設定等による優先入居の一層の普及、民間住宅の借上げによる  
公営住宅の供給の促進、先進事例の調査研究やその成果の普及等を通じ  
て精神障春着の公営住宅への入居促進を図るべき。   

（公営住宅のグループホーム・ケアホームとしての活用促進）   

○ 地方公共団体の住宅部局及び福祉部居並びにグループホーム事業者  
の具体的な連携方策を示したマニュアルの作成・普及、改良工事費への  
助成の充実等により、公営住宅のグループホーム・ケアホームとしての  
活用を更に促進すべき。   

（民間賃貸住宅への入居促進）   

O 「あんしん賃貸支援事業」の更なる普及や公的家賃債頚保証制度の拡  
充■普及等により、民間賃貸住宅への入居を更に促進すべき。  

（ケアマネジメント機能の拡充）   

○ 精神障害者に対する、医療サービスも含めた総合的なケアマネジメン  

ト機能を充実する観点から、サービス利用計画作成薫について、病院等  
から地域生活への移行や地域での自立した生活を営むことを目指す者  
を含め、その対象者を拡大するなど、充実を図るぺき。  

○ 精神障害者本人による自己選択、自己決定を尊重しつつ、個々の精神  
障害者の状況に応じたケアマネジメントが促進されるよう、サービス利  

用計画の作成手続について、現在支給決定後に作成することとなってい  

る取扱いを見直すとともに、作成後においても、継続的にモニタリング  

を実施する仕組みとすべき。   

（自立支援協議会の活性化）   

○ 精神障害者に対する相談支援を効果的に実施するためには、地域にお  

いて精神障害者を支える医療や福祉をはじめとする関係者の有緩的な  
連携を構築することが不可欠である。  
このため、相談支援体制において中核的役割を担う自立支援協議会に  

ついて、その設置を促進し運営の活性化を因っていく観点から、その機  

能の充実を図るとともに、その機能も含めて法律上の位置付けを明確化  

すべき。その際、自立支援協議会への当事者の参画を促進すべき。   

（相談支援の質の向上）   

○ 研修事業の充実等を通じて、相談支援専門鼻をはじめ相談支援を担う  

人材の養成とその資質の向上を図るべき。  

○ 精神障害者やその家族の視点や経験・体験を重視した支援を充実する  
観点から、地域における精神障害者又は家族同士のビアサポートについ  

て、その推進策を講ずるべき。  

（2）相談体制における行政機関の役割について  

○ 精神障害者やその家族等からの様々な相談に対し、身近な地域におい  

て、より適切に対応できる休制を確保するため、精神保健に関する相談  

への対応や、医療に関する相談や棟経国難なケースヘの対応等も含めて、  

市町村、保健所、精神保健福祉センターが、適切な役割分担と密接な連  

携の下で、精神保健福祉に関する相談に応じ、適切な支援を行えるよう、  

その体制の具体化を図るぺき。  

－4－   －3－   
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（2）生活支援等障害福祉サービス等の充実について   

（訪問による生活支援の充実等）   

○ 地域における精神障害者への継続的な生活支援を確保する棍点から、  
訪問による生活訓練の評価の充実を含め、訪問による生活支援の充実を  
図るべき。  

また、こうした訪問による生活支援を行う機能と訪問診療、精神科訪  

問看護等の訪問による医療を提供する機能との連携によるものも含め  
て、精神症状が持続的に不壷定な患者をはじめとする地域生活を営む精  

神障琶者に対する複合的なサービス提供のあり方については、引き続き  

検討を進める。   

（ショートステイ（短期入所）の充実）   
○ 精神障害者が地域生活を継続して営む上で、入院予防的に、又は、一  

時的な休息を取るために利用するショートステイ（短期入所）が、地域  

において確保されることが重要である。   

このため、ショートステイについて、精神障害者本人による利用の拡  

大を図るとともに、単独型のショートステイを含めごその評価の充実を  
図るべき。   

（就労支援等）   

○ 就労系の障害福祉サービスについて、精神障害者の特性も踏まえつつ  

その機能の充実を国るとともに、雇用施策との連携を強化すべき。また、  

就労系の障害福祉サービスが現在果たしている機能を踏まえ、そのあり  

方について引き続き検討すべき。  

○■ 障害者就業・生活支援センターについて、就労面の支援とあわせて生  

活面の支援を捷供する機能の重要性に鑑み、精神陣害者による利用が促  
進されるよう、その貫の向上を図りつつすべての圏域での設置に向けて  

整備を進めるとともに、就労移行支援事業所や医療機関をはじめとする  

請対陣害者の地域生活を支える関係機関との連携を強化すべき。   

○ 今後も、精神経書者の特性に応じたきめ細やかな支援が実施されるよ  

う、社会適応訓練手業の果たしている機能について、障害者施策全体の  

中でその位置付けを明確にし、都道府県等への支援を図るべき。  

○ 是用支捜についても、精神障害者の雇用義務化の環境が早急に整うよ  

う、精神障害者の特性に応じ、予算措優等による雇用支援の一層の推進、  

充夷について、引き続き検討すべき。  

一5－－  

（家族に対する支援）   

○ 精神障害者本人だけではなくその家族を支えるとともに、本人と家族  

との自立した関係を構築することを促すという観点も踏まえ、上記の施  
策を進めるなど、効果的な家族支揮を一層推進すべき。  

3．精神科救急医疲の充実・精神保健指定医の確保について  

（1）精神科救急医療の充実について  

○ 地域の実情を踏まえつつどの地域でも適切な精神科医療を受けられ  
る体制の確保を図る観点から、都道府県による精神科救急医療体制の確  
保やモニタリングの実施等につし＼て、制度上位置付けるべき。  

○ 精神科救急医療と一般救急医療の双方を必要とする患者に対する適  
切な医療の提供を確保する観点から、精神科救急医療と一般救急医療と  
の連携についても制度上位置付けるべき。  

（2）精神保健指定医の確保について  

○ 都道府県等が、措置診察等を行う精神保屈指定医の確保について積極  
的に実施している先例を参考に、医療機関及び指定医への協力依頼や、  
輪番制等の体制整備に努めるよう促すぺき。  

○ 精神保健指定医について、措置診察等の公務員としての業務や精神科  
救急医療等の都道府県における精神医疲休制の確保に協力すべきこと  
を法律上規定すべき。  

○ また、失念等により精神保健指定医資格ゐ更新期限を超えた場合につ  
いては、例えば、運転免許と同様に、再取得の際に一定の配慮を行うよ  
う、制度上対応すべき。  

○ なお、措置診察に全国一律に輪番制を導入することや、措置診察等の  
業務への参画を精神保健指定医の資格更新の要件とすることについて  
は、上記の確保策の効果を検証した上で、その適否を含め将来的に検討  
することとする．  

一6－   

3了  

4．入院中から退院までの支援等の充実について  

○ 精神障害者の地域生活への移行及び地域生活の支援等の施策の推進  
体制について制度上位置付けるぺき。  
その際、精神保健医療福祉に従事する者について、相互に連携・協力  

を図り、精神障害者の地域生活への移行や地域生活の支援に取り組む兼  
務を明確化すべき。  

○ 病院等から地域生活への移行を目指す精神障害者に対する個別支援  
の充実強化とともに、自立支援協誰会等の様能の活性化等を通じて、地  
域資源の開発や地域におttる連携の構築等、地域生活に必要な体制整備  
を行う機能にろいても、引き続き充実を図るぺき。  

○ 長期にわたり入院している精神障琶者をはじめ、入院中の段階から地  
域生活への移行に先立って、試行的にグループホーム等での生活の体験  
や適所系の福祉サービスの利用ができる仕組みとすべき。  

Ⅱ 今後の検討に向けて  

本検討会においては、今後、ビジョ 
向けて、精神保健医療に関する事項や国民の理解の深化（普及啓発）に関す   

る事項等、この中間まとめに盛り込声れていない事項について、「論点整理」   
に基づき、集中他に検討を行い、今後の精神保健医療福祉施策の全休像の取   
りまとめを目指す。  

－7一   
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